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技術開発と
人財のシナジーを軸に、
ほんまもんを追求し、

顧客の真のパートナーとなる
HORIBAブランドを築く

　令和8年熊本地震にて被災された皆様に謹んでお見舞い申しあげますとともに、
一日も早い復興を心よりお祈り申しあげます。
　昨年、創業80周年を迎えた当社は、「ほんまもん」にこだわり、お客様のご要望に
応えるための課題解決への挑戦を続けることで、事業を拡大してきました。現中長
期経営計画「MLMAP2028」では、ほんまもんの技術と多様な人財※が織りなすシ
ナジーを軸に、「先端材料・半導体」、「エネルギー・環境」、「バイオ・ヘルスケア」の
3つのフィールドで、社会課題の解決と持続可能な社会の実現をめざしてきまし
た。AIをはじめとするデジタル技術の急速な進化や、エネルギー及びライフサイエ
ンス領域においても当社グループのソリューションへの期待が一段と高まってい
ます。このような状況のもと、2026年5月には時価総額が1兆円を突破しました。当
社グループの可能性を、多くの方に評価していただきましたことに心より感謝申
しあげます。

「しなやかに」対応し、「したたかに」乗り越えていく
　当社グループは「MLMAP2028」において、時代の変化に「しなやかに」対応し、よ
り早く市場ニーズをとらえ、お客様の期待に応えていくために、従来からの事業推
進体制を大きく変化させました。すでに、新たなビジネス創造等の成果が見え始め
ていますが、変化を恐れず挑戦する姿勢は当社グループの強みです。
　そのような中、2024年2月の「MLMAP2028」発表以降、我々を取り巻く環境は大
きく変化しています。この変化に対応すべく、次頁以降でご説明するように
「MLMAP2028」自体を「しなやかに」変化させることとしました。
　収益性が低下しつつある一部の事業や地域では構造改革を実施し、資本効率の
向上と収益性の改善を図ります。一方、新エネルギー関連やライフサイエンス領域
では、市場成長を見据え、長期的な視点で投資を継続します。オーナー（株主）の皆
様への還元方針や企業統治の目線をより高めると同時に、次世代技術の火を灯し
続け、独自性の高い製品とソリューションを提供し、変革も苦難も「したたかに」乗
り越えていきます。また、規律ある事業運営とガバナンス強化、収益力の向上と成
長基盤の確立を両輪として、企業価値向上を実現します。

2026年中間期における業績、通期予想
　2026年度中間期における当社グループの業績は、「先端材料・半導体」フィール
ドが牽引し、売上高は1,798億円（前年同期比20.8％増）、営業利益は304億円（同
39.3％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は218億円（同37.5％増）となり、前
年同期比で増収増益を達成し、売上高とすべての利益で過去最高を更新しました。
　「先端材料・半導体」フィールドでは、AI・データセンター向けの先端半導体関連
需要が牽引し、半導体製造装置メーカー向けの販売が増加しました。「エネルギー・
環境」フィールドでは、水素関連市場の成長が鈍化している一方で、ハイブリッド
車開発向けに燃焼計測等の需要が堅調に推移したことから、自動車関連事業の販
売が増加しました。一方、「バイオ・ヘルスケア」フィールドでは、欧州での血球計数
装置の販売は増加したものの、ライフサイエンス領域への開発投資の増加等によ
り営業損失を計上しました。
　これにより1株当たりの中間配当金につきましては、150円といたしました。
　中間期までの進捗等に鑑み、2026年8月7日に公表した最新の2026年通期予想
では、売上高3,820億円、営業利益700億円、親会社株主に帰属する当期純利益500

億円とし、前回予想を上方修正しました。
　年間の配当予想につきましては、当期の業績見通しを上方修正したことを踏ま
え、普通配当金を一株当たり60円増額しました。また、本年5月に当社の時価総額
が1兆円を突破したことを記念し、時価総額1兆円記念配当として1株当たり240円
を実施することとしました。これらの結果、当期の年間配当金予想は、前回予想か
ら1株当たり300円増額となる790円（中間150円・期末640円）を見込んでいます。
　オーナー（株主）の皆様におかれましては、倍旧のご支援、ご鞭撻を賜りますよう
お願い申しあげます。

※ 人財：従業員を大切な財産と考え、このように表現しています。

代表取締役会長兼
グループCEO



中⻑期経営計画「MLMAP 2028」を更新

主要な経営目標

事業戦略

株主還元とガバナンス強化

背景とねらい

経営資源の最適配分を通じ、持続的成長と企業価値向上を実現する
売上高、利益、ROE目標を上方修正

【株主還元政策】� （MLMAP2028 Update）

赤字：更新箇所
非財務目標

全ホリバリアンによるバリュー実践
「ほんまもん」の価値創出

2050年 カーボンニュートラル
2033年 CO2排出量42％削減
（2023年比、Scope 1, 2）

コア技術の深耕
新規ビジネス売上高
350億円（2028年）
（当初計画：600億円）

財務目標
（当初計画）� （MLMAP2028 Update）

4,500億円 4,600億円
売上高

800億円 900億円
営業利益

550億円 620億円
当期純利益

12.0％以上 14.0％
ROE

30％ 40％ ＋＋
配当性向 機動的な株主還元

特別配当・自社株式の取得

１．成長領域への重点投資と、規律ある事業運営を通じた収益性の向上
２．資本効率を高めるキャピタルアロケーションと株主還元強化
３．戦略遂行のためのガバナンス体制の強化

資本効率を高めるキャピタルアロケーションと株主還元強化
　2027年分より配当性向を、連結純利益の30％から40％に変更し、加えて特別配当や自己株式取得を機動的に実施します。
　2026年の期末配当においては、時価総額１兆円記念配当（総額約100億円）を実施することとしました。この結果、2024年か
ら2028年までの５か年において、当初計画より370億円増額となる、総額1,050億円の還元を見込んでいます。

戦略遂行のためのガバナンス体制の強化
　社外取締役を過半数とする監査等委員会設置会社への移行を検討します。
　当社グループは、経済界やアカデミアの有力者の支援を受けてベンチャー企業としてスタートしました。会社設立時から社外
取締役と社外監査役を選任し、社外の目を常に経営に取り入れる体制を構築してきました。この度、取締役会の監督機能をより強
化し、MLMAP2028 Updateで掲げる成長戦略と構造改革による収益力の向上を加速させることを目的とし、機関設計の変更を
検討します（2027年３月定時株主総会で承認可決されることを目的として検討）。

先端材料・半導体
拡大する半導体市場で高度化するニーズに応える
　AI技術の進化や、データセンター投資の急拡大を背景とする半導体需要
の拡大に応え、当社グループの技術力と供給力で幅広いソリューションを
提供します。
　京都福知山工場の稼働による生産能力の拡大とともに、コア技術と次世
代技術の両輪で新たな製品・アプリケーション開発を加速します。

当初
計画

更新
計画

売上高 2,350億円 2,620億円

営業利益 585億円 770億円

エネルギー・環境
モビリティにおける高収益化施策と、エネルギー（水素）関連にお
ける構造改革
　中期的に継続が見込まれるハイブリッド等の内燃機関を含む車両開発需
要をとらえ、高い収益性を維持します。一方で、海外を中心に収益性に課題
があるメカトロニクス※関連事業については構造改革による収益性の改善
を実現します。
※メカトロニクス：エンジンやパワートレイン等を対象とした自動車試験システムです。

当初
計画

更新
計画

売上高 1,580億円 1,460億円

営業利益 158億円 125億円

バイオ・ヘルスケア ヘマトロジー※領域の構造改革と将来成長に向けたライフサイエ
ンス事業への投資
　メディカル事業では、ヘマトロジー領域において、地域戦略の強化と低収
益拠点の構造改革を断行します。
　ライフサイエンス事業では、コア技術の分光技術を活用し、バイオ医薬品
の創薬・製薬・品質検査向けのソリューションを提案します。
※�ヘマトロジー：赤血球、白血球、血小板等の数や種類、大きさを測り、体の状態を調べる血

球計数検査です。

当初
計画

更新
計画

売上高 570億円 520億円

営業利益 57億円 5億円

3,330

530

370
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2024-2028

MLMAP2028
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（単位：億円）

4,500 4,600

14.0％

ROE

MLMAP2028
Update

為替レート前提

1 USD ＝ 155 JPY
1 EUR ＝ 180 JPY

MLMAP2028 Update

■ 売上高　　　　営業利益　　　　親会社株主に帰属する当期純利益

2019-2023

2026年まで 2027年分より

1 2



150円（前年同期比70円増）
 ■ 中間配当金/ ■ 年間配当金 （単位：円）

245

65

2022年度
（85期）

80

2023年度
（86期）

1株当たり中間配当金

290

80

2024年度
（87期）

270
150

2026年度
（89期）

790
（予想）

80

2025年度
（88期）

450

中間業績ハイライト
売上高 営業利益

親会社株主に帰属する中間純利益 1株当たり中間純利益

（単位：億円）

1,311

2023年度
（86中間期）

営業利益率（単位：%）営業利益（単位：億円）

（単位：億円）

190

2023年度
（86中間期）

2024年度
（87中間期）

2024年度
（87中間期）

1,149

2022年度
（85中間期）

112

2022年度
（85中間期）

（単位：円）

266

2022年度
（85中間期）

449

2023年度
（86中間期）

2024年度
（87中間期）

2022年度
（85中間期）

162

2023年度
（86中間期）

178

2024年度
（87中間期）

14.1 13.6

（前年同期比20.8%増） （前年同期比39.3%増）

1,798億円

（前年同期比37.4%増）

519円

304億円

（前年同期比37.5%増）

218億円

1,427

131 312

186

13.0

2026年度
（89中間期）

1,798

2025年度
（88中間期）

1,489

2026年度
（89中間期）

304

2025年度
（88中間期）

218

17.0
14.7

2026年度
（89中間期）

218

2025年度
（88中間期）

158

2026年度
（89中間期）

519

2025年度
（88中間期）

377

　当社では、株主の皆様への利益配分について、配当性向を、
連結純利益の30％を目途としつつ、投資機会と資金状況等を総
合的に勘案し、特別配当や自己株式の取得を機動的に実施する
ことを基本方針※としています。
　こうした方針のもと、８月７日時点、2026年度通期の配当予想
を１株当たり790円（特別配当・記念配当を含む）とし、このうち、
2026年度中間配当金としましては、１株当たり150円といたしま
した。
※なお、2027年度以降の還元方針は、2頁をご参照ください。

オーナーの皆様への利益配分について

12%

■バイオ・ヘルスケアフィールド

32%

■エネルギー・環境フィールド

56%

■先端材料・半導体フィールド

18%

■欧州
12%

■米州

25%

■日本

45%

■アジア

（単位：億円）

中間連結キャッシュ・フロー計算書

科　目 2022年度
（85中間期）

2023年度
（86中間期）

2024年度
（87中間期）

2025年度
（88中間期）

2026年度
（89中間期）

営業活動によるキャッシュ・フロー 102 36 99 298 334

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 30 △ 12 △ 43 △ 76 △ 88

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 69 △ 185 △ 97 △ 88 △ 204

現金及び現金同等物に係る換算差額 50 44 78 △ 53 32

現金及び現金同等物の中間期末残高 1,392 1,270 1,342 1,519 1,698

（単位：億円）
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地域別売上高構成比



TOPICS
堀場エステック「京都福知山工場」が本格稼働、さらなる供給力増強

2026年5月 2026年5月

当社グループ初のオーストラリア拠点を設立
Australian Scientific社を買収

当社グループ初の中東拠点を設立
UAEのFANDA社と買収合意

【背景】
✓�オーストラリアは世界有数

の資源国
✓�アカデミアを起点とした市

場拡大への期待
【ねらい】
✓�同社が持つ、オーストラリア国内の約

100社に及ぶ販売ネットワークを活用
✓�産業プロセス分野・大学研究機関向け

ビジネスを展開

【背景】
✓�UAEは脱炭素化とクリーンエネ

ルギー投資が加速
✓�エネルギー・環境分野における高

度な分析・計測ニーズが拡大
【ねらい】
✓�同社のネットワークと人財を活用
✓�首都アブダビを拠点に、アカデミアや

政府関連プロジェクトへの参画
✓�中東ビジネスのハブと位置付け、周辺

国への展開を加速詳細はこちら 詳細はこちら

2026年1月

インドの人工ダイヤモンドの幅広い研究を手掛けるPristine Deeptech Private Limitedを買収
【背景】
✓注目される人工ダイヤモンド
　⇒次世代パワー半導体や量子センサー等、広範な分野に貢献
　⇒熱伝導性や耐電圧性に優れ、先端材料として期待
✓�多様な産業の集積・発展が進むインドは、将来的に世界をリー

ドするイノベーション創出拠点の一つ
【ねらい】
✓�同社の豊富な知見と当社グループの分析・計測技術の

融合 
✓ダイヤモンド材料を用いた製品開発を加速
✓研究開発の中核拠点として先端材料・半導体ビジネスを牽引 2月2日に開催したセレモニーの様子詳細はこちら

詳細はこちら約23,000㎡の延床面積を有する基幹工場
国内のマスフローコントローラー
生産能力を将来的に

国内の薬液濃度モニター
生産能力を将来的に

約3倍 約2倍

京都福知山工場の特長
自働化ラインと自動搬送装置
による安定した量産体制を構築

データ統合・可視化による
工場運営と研究開発の効率化

再生可能エネルギーの活用で
脱炭素を推進

・�マスフローコントローラーの調
整工程を自働化

・�自動搬送装置を導入し、工程全
体を効率化

太陽光と水素を用いたエネルギーを活用し、
ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）を実現

自働化ラインのロボットアーム

太陽光 × 水素で
「 つくる・ためる・つかう」

最大 最大
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バイオ・ヘルスケア

　主に欧州における血球計数装置の販
売が増加したことに加え、円安の進行
により売上高が増加したことから、売
上高は215億円と前年同期比14.1％の
増収となりました。利益面では、ライフ
サイエンス領域での投資継続等により、
7億円の営業損失となりました（前年同
期は11億円の営業損失）。

〔売上高 215 億円〕

2024年度実績
（87中間期）

2026年度実績
（89中間期）

△7△7 △7△7

193 215

2025年度実績
（88中間期）

△11△11

188

売上高 営業利益（単位：億円）

遠心方式血液分析装置「Yumizen Banalyst M120」
糖尿病診療におけるHbA1cの迅速測定ニーズに応え、シェア拡大

微量 指先からの血液で測定可能

簡単 チップ1枚、3ステップ
約5分の短時間で測定可能

高精度 コンパクトながら中大型機同等の高い測定精度

旧来型と比較し、測定時間の大幅な短縮や連続測定機能の追加により、
医療機関からの高評価を獲得

富士フイルムと共同開発「インラインラマン高感度計測システム」
バイオ医薬品製造の培養・精製工程におけるタンクや装置内の成分濃度を連続的
にリアルタイムで可視化

詳細はこちら

ラマン分光装置シングルユースプローブ
計測アルゴリズム

先端材料・半導体

　AI・データセンター向けの先端半導
体関連需要が牽引し、主にアジアにお
いて半導体製造装置メーカー向けの
販売が増加したこと等から、売上高は
999億円と前年同期比31.9％の増収、
営業利益は301億円と同33.9％の増益
となりました。

〔売上高 999 億円〕

光ファイバー式 非接触型薬液濃度モニター「CS-900F」を発売

堀場アドバンスドテクノが次世代半導体パッケージのコンソーシアム
「JOINT3」に参画

■1995年に発売して以来、進化を続けるCSシリーズ
洗浄やエッチングといった半導体製造プロセスに使用される薬液の濃度を測定

2024年度実績
（87中間期）

2026年度実績
（89中間期）

199199

301301704

999

2025年度実績
（88中間期）

225

757

売上高 営業利益（単位：億円）

詳細はこちら

詳細はこちら

当社グループが有する分析・計測・制御の多岐にわたるコア技術を生かし、株式
会社レゾナック主導の共創型評価プラットフォーム「JOINT3」において、研究開
発及び課題解決に貢献

▶

特長

小型化と安定測定を両立

測定可能な薬液種類拡充

非接触測定で、
危険な薬液も安全に管理

薬液の濃度管理の高度化に貢献

エネルギー・環境

　水素関連市場の成長が鈍化している
こと等により、欧州において販売が減
少した一方で、ハイブリッド車開発向
けに燃焼計測等の需要が堅調に推移し
たことから、日本やアジアを中心に自
動車関連事業の販売が増加しました。
この結果、売上高は583億円と前年同
期比7.5％の増収、営業利益は10億円と
同111.5％の増益となりました。

〔売上高 583 億円〕

2024年度実績
（87中間期）

2026年度実績
（89中間期）

△6

10

529 583

2025年度実績
（88中間期）

5

543
売上高 営業利益（単位：億円）

車両熱マネジメントシステム評価設備のビジネスを本格展開

E-LAB（HORIBA BIWAKO 
E-HARBOR内）に導入した車両熱
マネジメントシステム評価設備

浸炭用アセチレン制御システム「FA-100」を発売
■浸炭とは？
自動車や産業機械等に使用される金属部品の耐久性
を高めるために広く用いられている熱処理技術

■車両熱マネジメントシステム評価設備とは？

詳細はこちら電気自動車やハイブリッド車に求められる
高度な熱マネジメントシステムを評価する設備

バッテリーやモーター等の熱を模擬し、
ラボ内で－30℃から50℃までの幅広い温度条件や
さまざまな走行状態を再現した試験が可能

※1　一般的なガス浸炭反応式から算出した当社独自による計算値。使用方法や条件によって効果が異なる場合があります。
※2　常圧スマート浸炭は高圧ガス工業株式会社の登録商標です。
※3　当社調べ（2026年8月時点：アセチレンの濃度計測と供給量制御を一体化したシステムとして）
※4　炭素を含むガス中で金属部品を加熱し、表面に炭素を浸透させた後、急冷（焼入れ）して表面を硬化させる熱処理技術。

CO2排出量を90％以上削減する※1

次世代技術「常圧スマート浸炭®※2」を
支える国内初※3のシステム

-30℃ 50℃

詳細は、当社HP
をご覧ください

当社のガス計測・制御技術で、
「常圧スマート浸炭」の安定化と品質向上を実現し、

脱炭素社会推進に貢献

一般的なガス浸炭　
エネルギー消費量とCO₂排出量の多さが課題

※4

微弱なラマン信号を高効率で取得し、
高精度な分析が可能

5



ラマン分光分析装置
（石油精製向け）

マスフローコントローラー

医用 呼気ガス分析計

水質計測装置水質計測装置

室内空気質計測機器

放射温度計

レティクル／マスク
異物検査装置

全自動薄膜検査装置顕微ラマン分光測定装置

放射温度計

X線燃料中硫黄分析計

水質計測装置

ナノ粒子径分布・
濃度測定装置

ラマン顕微鏡
（細胞計測用）

ナノ粒子解析装置

遠心方式血液分析装置

自動血球計数測定装置

蛍光分光迅速バイオ分析装置
（迅速培地・バイオ医薬品品質検査向け）

蛍光吸光分光装置

FTIR法
排ガス測定装置

連続固体粒子数測定装置

煙道排ガス分析装置

インライン
レーザーガス分析計

超音波式排ガス流量計
液体材料気化システム

微小部X線分析装置

分光エリプソメーター分光エリプソメーター

薬液濃度モニター薬液濃度モニター

大気汚染監視用
分析装置

ラマン分光分析装置
（製薬プロセス開発向け）

水質計測装置水質計測装置

エンジン排ガス測定装置

エネルギー・環境

先
端
材
料
・
半
導
体 バ

イ
オ
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア

各

フィールドで鍛えたコア技術
を循

環

HORIBAの5つのコア技術

当社代表取締役社長 足立 正之

　当社グループは、「5つのコア技術」を「3つのフィールド」に応用展開しています。また、
各フィールドでの展開事例をコア技術へフィードバックし技術力を磨いています。
　図示したイラストは、コア技術と各製品が相互作用していることを表現しています。今
後もコア技術とその応用展開を積み重ねることで技術力の向上に努め、 時代に即した幅
広いソリューションを提供します。※写真は各装置の一例です
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株式の状況（2026年6月30日現在）

発行可能株式総数 100,000,000株
発行済株式の総数 42,233,252株
株 主 数 9,653名

 株主構成

 大株主一覧 （上位10名）

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,132 12.21

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,138 7.47

UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED CLIENT ACCOUNT 1,673 3.98

堀場厚 1,106 2.63

STICHTING PENSIOEN FONDS ZORG EN WELZIJN 1,055 2.51

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY505001 983 2.34

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY505103 913 2.17

堀場洛楽会投資部会 849 2.02

株式会社京都銀行 828 1.97

堀場グループ従業員持株会 701 1.67

（注）持株比率は自己株式（211,697株）を控除して計算しております。

株式の状況

6.14
%

0.50
%

41.50
%

34.68%

17.18
%

個人・その他
7,255千株

 外国法人等
17,528千株

211千株
 自己株式

 金融機関・証券会社
14,644千株

 その他国内法人
2,592千株

株式数の比率

この印刷物は、環境に配慮し
植物油インキを使用しています。

株式会社堀場製作所
京都市南区吉祥院宮の東町 2番地
〒601-8510 Tel:（075）313-8121　https://www.horiba.com/jpn/

▶�住所変更、単元未満株式の買取等の�
お申し出先について

　  　口座のある証券会社にお申し出く
ださい。なお、証券会社に口座がない
ため特別口座が開設された方は、特
別口座の口座管理機関である三井住
友信託銀行株式会社にお申し出くだ
さい。

▶未払配当金の支払いについて
　  　株主名簿管理人である三井住友信
託銀行株式会社にお申し出ください。

オーナーメモ
事業年度 毎年1月1日から12月31日まで
定時株主総会 毎年3月
基準日   定時株主総会 

期末配当 毎年12月31日

　　　 中間配当 毎年6月30日
株主名簿管理人

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社特別口座の

口座管理機関
株主名簿管理人
事務取扱場所

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

郵便物送付先 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） Tel：0120-782-031（フリーダイヤル）
受付時間：9：00～17：00（土日休日を除く）

単元株式数 100株
上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場
証券コード 6856

公告方法 電子公告とし、当社ホームページ（https://www.horiba.com/jpn/）に掲載いたします。
ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じた
場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

表紙写真

撮影者：松井秀雄

「健康経営優良法人2026」に
10年連続で認定

"はかる"がつなぐ、世界の学び―LFIKとの連携で
新たな科学教育支援

「ハタラクエール2026」で
「優良福利厚生法人（総合）」を
2年連続で受賞

　当社グループは、京都国際フラ
ンス学園（LFIK）とのパートナー
シップを結びました。
　新たな連携の第一歩として
LFIKでの出前授業を実施し、「はか
る」ことのおもしろさや、そこから
広がる発見のよろこびを、言語や
文化の違いを越えて共有しました。

　今後も、グローバルに広がる
つながりを大切にしながら、次
世代を担う子どもたちに科学の
おもしろさを届ける取り組みを
続けてまいります。




